
科学研究費助成事業　　研究成果報告書

様　式　Ｃ－１９、Ｆ－１９、Ｚ－１９ （共通）

機関番号：

研究種目：

課題番号：

研究課題名（和文）

研究代表者

研究課題名（英文）

交付決定額（研究期間全体）：（直接経費）

３２６８２

基盤研究(A)

2014～2012

アジアにおける統合的海洋管理の制度設計と政策手段

Framework and Policy Instrument on the Integrated Ocean Management in Asia

６０１０８１９９研究者番号：

奥脇　直也（OKUWAKI, NAOYA）

明治大学・法務研究科・教授

研究期間：

２４２４３０２５

平成 年 月 日現在２７   ６ １８

円    23,700,000

研究成果の概要（和文）：アジア海域における統合的海洋管理の制度設計について提言を行うため、第一に協力枠組み
の前提となる海洋法条約の規律を実現するためのアジア諸国の国内法制度について比較検討を行い、第二に、ガバナン
スの観点から、アジア海域における国際協力メカニズムの比較研究、港湾管理制度、我が国の離島管理政策等について
の検討を行い、第三に、ガバナンスの将来的な課題を明らかにするため、マラッカ海峡におけるテロや海賊のリスク評
価と中央アジアにおける国際貨物流動の影響に関する研究を実施した。またアウトリーチのため、各年度末に公開シン
ポジウムを開催した。

研究成果の概要（英文）：In this project, issues concerning integrated ocean management in the seas of 
Asia were examined: First, the implementation of UNCLOS in national laws and legal systems of coastal 
States of Asian seas was comparatively studied; Second, mechanisms of international cooperation in Asia, 
as well as national policies for management of marine ports and administration of small islands in Japan, 
were examined from the perspective of ocean governance; Third, the risk of terrorism and/or piracy in 
Malacca-Singapore Straits and the effects of expected transportation networks in Central Asia were 
evaluated. As part of the project’s outreach efforts, public symposia were organized at the end of each 
fiscal year.
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１．研究開始当初の背景 
 現代国際社会における海洋管理は、困難な
課題に直面している。海洋資源開発、海上交
通の安全、海洋科学調査等、海洋利用の形態
が多様化するに伴って、ステークホルダーも
多様化し、その利害調整が必要とされている。
また、海洋環境保護や生物多様性の保全など、
海洋利用のあり方や地球環境の変化に伴っ
て生じる弊害を防止する必要性も強く認識
されている。 
 海洋利用相互の衝突の調整、海洋利用の弊
害の防止といった、現代の海洋利用をめぐる
様々な課題を解決するためには、各国の分権
的な海洋管理を克服した、国際的な海洋管理
の協力枠組みが必要とされている。とりわけ、
半閉鎖海であるアジアの海において、このよ
うな統合的海洋管理は喫緊の課題となって
いる。しかしながら、現在のアジアの海では、
海洋資源や領土、境界画定などといった様々
な問題をめぐる紛争が未解決の状態にあり、
こうした協力枠組みを十分に整備する環境
が整っていない。 
 アジアの海における海洋ガバナンスをめ
ぐっては、このような実際的な課題が指摘さ
れているが、それと同時に、海洋ガバナンス
に向けた理論的・学問的分析手法も、未だ十
分に構築されているわけではない。国連海洋
法条約は、資源に対する沿岸国の権利を基軸
に海洋を海域ごとに区分し、海域を単位とし
て法的に規律する一方で、資源管理、環境保
護、海上交通の安全等について沿岸国の規制
権限を認めている。しかし従来の国際法学に
おいて、これらの権利は各国が個別に行使す
るものと捉えられ、権利行使における国際協
力や調整のあり方については、検討が立ち後
れていた。 
 このように現在では、アジアの海における
実効的な海洋ガバナンスが必要とされてい
る一方で、その分析枠組みの構築も急がれて
いる。海洋ガバナンスの分析のためには、法
的側面に限らず、海洋管理の国際的側面と国
内的側面を政治的・経済的・文化的・法的な
側面からシームレスに捉える必要性が指摘
されている。 
 
２．研究の目的 
 本研究では、アジアの海のガバナンスをめ
ぐる現代的課題を踏まえて、海洋ガバナンス
の理論枠組みの構築に取り組み、従来の研究
に加えて、具体的事例を前提にアジアの海が
抱える多様な海洋問題を一体的に捉え、また、
各国・利害関係者等の分析を通じて、統合的
海洋管理の視点から、多元的かつ重層的にア
ジアの海におけるガバナンスに向けた考察
を行うことを目的とする。 
 
３．研究の方法 
（1）研究テーマ I：国連海洋法条約の国内実
施を通じた海洋管理 
 アジアの海における統合的海洋管理のた

めの協力枠組みの前提として、海洋法条約の
国内実施に関する各国の国内法制の違いを
明らかにし、海洋法条約の規律を実現するた
めの調整と協力の可能性を検討した。 
 具体的には、入港規制、通航規制、漁業資
源管理、鉱物資源開発、海洋科学調査、海洋
保護区、海上法執行、海上犯罪規制といった
問題について、国連海洋法条約、IMO 等の国
際機関による規制に対応するための沿岸国
の国内法制度や、これらの問題に関する二次
文献を網羅的に収集・調査し、それらを国際
的に調整する可能性について検討を加えた。
とりわけ、アジアの海において存在感を増し
ている中国の国内法制を中心として、海底鉱
物資源開発、海洋保護区（MPA）、海洋環境モ
ニタリング、入港規制、漁業規制、離島管理
法制、海上法執行制度についての分析を行い、
その特徴と統合的海洋管理に向けての課題
を明らかにした。 
 
（2）研究テーマ II：海洋ガバナンス形成過
程の体系化 
 アジアの海におけるガバナンスにおいて
は、多国間または地域的な調整枠組みの他、
旗国、沿岸国、自治体による国内的な枠組み，
船主、運航事業者、漁業者、その他の海洋利
用者，周辺住民など海洋に関わるステークホ
ルダーが多数関与している背景を踏まえて、
ガバナンスの形成過程についての特徴を整
理した。 
具体的には、アジアの海において現存する

国際的なガバナンス制度についての俯瞰的
な整理・分析を行った。また、我が国の港湾
管理制度の形成過程の分析と、統合的海洋管
理に向けた取り組みの中での位置づけにつ
いての検討を行った。また、我が国の海洋管
理において重要な意義を有する離島のガバ
ナンスのあり方を検討するため，国及び自治
体による離島政策について、現地調査を踏ま
えた分析を行った。 
 
（3）研究テーマ III：国際貨物流動に関する
分析 
 海上輸送は，国際貨物流動において中心的
な役割を果たしており，国際貿易を効率的に
実現するために不可欠な要素である．特に、
日本を含めたアジアの国々の貿易量は世界
的に見ても多いことから、同地域における船
舶輸送の安全性向上や港湾施設の整備は当
然として、海上輸送の代替手段（国際道路や
国際鉄道による輸送）整備の与える影響を検
討することも必要となる。 
 そこで本研究では、まず、マラッカ・シン
ガポール海峡を対象として、テロや海賊など
のリスクが船舶航行へ与える潜在的な影響
と、それが世界各国の貿易パターンや国内経
済に与える影響とを分析した。次に、東アジ
アと欧州との間の国際貨物輸送において、近
年注目を浴びつつあるチャイナランドブリ
ッジを対象に、交通インフラ整備や越境に関



連する諸政策の導入効果を分析した。 
 
４．研究成果 
 第一に、アジアの海における海洋法条約の
国内実施に関する沿岸国の国内法制につい
て、中国を中心として、海洋法条約の規律を
実現するための調整と協力の可能性を検討
し、特に海底鉱物資源開発、海洋保護区、入
港規制、漁業規制、離島管理法制、海上法執
行制度についてとりまとめた。 
 第二に、ガバナンスの観点から、アジアの
海におけるガバナンス制度の現状について
とりまとめを行い、また関連して、我が国の
海洋政策が統合的海洋管理の観点からどの
ように評価されるかについて、とりまとめた。 
 第三に、海上貨物輸送の観点から、マラッ
カ・シンガポール海峡のリスクがもたらす経
済的なインパクトを定量的に分析するとと
もに、中央アジアの越境交通インフラおよび
税関システムの国際貿易に与える影響を分
析し、そこから得られる政策的な示唆をとり
まとめた。 
 
 これらの研究のとりまとめの主な内容は、
以下の通りである。第一の研究テーマについ
ては、以下の四つの具体的なテーマについて
とりまとめを行った。 
 まず、海底鉱物資源開発については、中国
の大陸棚開発法制を中心として検討を加え
た。近年、中国は日本やベトナムとの境界未
確定海域における海底鉱物資源開発を進め
ているが、その影で、アジアの海における環
境保護、生態系の保全、漁業への影響への配
慮が十分になされているのかについて、検討
を加えた。その結果、環境影響評価や事故対
応の準備が必ずしも十分ではないことが明
らかとなり、沿岸国の協力メカニズム構築の
必要性が指摘された。 
 海洋保護区については、中国の海洋保護区
法制の現状を分析した。中国においては、国
家、地方、サイトの各レベルで分権的な海洋
保護区管理体制が構築されているが、分権的
な海洋保護区の設置・管理は、区域の特質に
応じた管理を可能にする一方で、ネットワー
クの形成が困難であり、統合的な管理を妨げ
る性質を持つ。また、長期的なモニタリング
計画の不在という問題点も指摘される。 
 入港規制、漁業規制、離島管理をめぐる中
国の管理体制は、それぞれ「海上交通安全法」
「漁業法」「遠洋漁業管理規定」「海島保護法」
により構築されており、これらの法整備を通
じて、中国が国連海洋法条約上の法的規律に
沿った管理体制の構築を目指していること
が明らかにされた。 
 海上法執行制度については、近年の海上安
全保障の多様な課題に対応する上で、各国が
どのような法執行機関を構築しているのか
について、中国の法制度を中心として検討を
加えた。アジア諸国のうち、その多くは海軍
と独立した海上法執行機関を設立している

が、中国やインドネシアにおいては、権限を
異にする複数の法執行機関が乱立しており、
実効的な法執行の観点から問題となりうる
ことを明らかにした。 
 さらに以上の検討に加えて、アジア諸国の
海洋管理に関する国内法制のなかでも、英文
による入手が可能なものについて、ウェブサ
イト上のリンク先を収集・整理した。 
 第二の研究テーマについては、以下の 3つ
のテーマについて検討を行った。 
 アジアの海におけるガバナンスの現状に
ついて、従来行われてきた個別のガバナンス
の分析を離れて、複数のガバナンスメカニズ
ムの俯瞰的把握のための研究を行い、ガバナ
ンスメカニズムが扱う分野の違いに応じて、
メカニズムそれ自体にどのような特徴が生
じるのかを比較検討した。漁業と環境に関す
るガバナンスメカニズムは数多く存在する
が、漁業においてはもっぱら二国間のガバナ
ンスが行われているのに対し、環境に関して
は多国間でのメカニズムが存在すること等
を明らかにした。 
 港湾管理をめぐる問題については、我が国
の港湾管理の法制度枠組みが戦前、戦後、そ
して現在にわたって変化してきた中でも、
様々な形で国による直接的な管理が行われ
てきたことを明らかにし、現在の港湾管理に
おいて、港湾管理者が行っている港湾の管
理・運営の内容と国の関与との関係、またそ
の現状と課題を分析した。また、将来におけ
る北東アジア交通路の構想について、必要と
なる国と地方の役割分担について考慮すべ
き事項を整理した。 
 また離島管理については，国における離島
政策の目的が，かつては離島の「後進性」の
除去にあったが，近年では海洋管理上の拠点
としての重要性に着目し，離島における自治
体の自主的な管理を推進するといったもの
に変遷している状況を明らかにした。また，
現地調査においては，交通・輸送コストを始
めとする離島と本土の著しい格差の現状や，
離島における着実な産業活動の実施が離島
周辺の海域の安全性にもたらす影響等を把
握し，これを踏まえて今後の離島を拠点とし
た海洋管理における課題を明らかにした。 
 第三の研究テーマについては、第一に、マ
ラッカ・シンガポール（マ・シ）海峡のリス
ク分析を行った。まず、関連諸国の関係機関
にインタビューを実施し、マ・シ海峡におけ
る潜在的なリスク要因の抽出を行った。次に、
その結果をもとに、同海峡において将来的に
想定されるリスク発生シナリオを複数設定
するとともに、各シナリオにおける主要国港
湾間の輸送コストを推定した。一方で、港湾
間のサービス水準を所与としたときに、海上
輸送ネットワークにおける貨物流動をシミ
ュレートできるモデルと、国間の輸送費用を
所与としたときに、各国間の貿易パターンや
経済動向をシミュレートできるモデルとを
結合し、マ・シ海峡のリスクインパクトを予



測できるシステムを開発した。このシステム
を複数のリスクシナリオに適用し、想定され
るインパクトを算出した．その結果、マ・シ
海峡の封鎖は、周辺国のみならず、日本・中
国・韓国などの東アジアにも甚大な影響を及
ぼす可能性があること、その結果から、同海
峡の安全性向上のためには、広域の国際連携
が必要であることを明らかにした。 
 第二に、中央アジアの越境交通ネットワー
クを対象に、国際貨物流動に関する分析を行
った。まず、アジア開発銀行と協力し、同地
域における税関および貿易統計量に関する
基礎的な調査を行った。その結果、統計デー
タが関係国間で整合していないこと、データ
の信頼性を向上させるための国際的な協力
が必要であることが明らかとなった。次に、
中央アジア諸国の関係機関へのインタビュ
ーを通じて、同地域内外の貨物流動の実態把
握と、今後予想される整備ならびに政策の動
向を把握した。これにより、国際機関の支援
や各国政府のインフラ整備によって同地域
の貨物流動サービス水準は改善しつつある
ものの，特に越境地点における手続きコスト
が高いために、内陸国の港湾アクセスが困難
となっている実態が明らかとなった。その後、
中央アジア地域の交通インフラネットワー
クならびに貿易パターンに関するデータを
用いて、将来の貨物流動と貿易・経済の動向
を予測できるモデルを構築し、同地域に適用
した。その結果、同地域内の関税同盟などの
地域統合政策が地域内外の貨物流動に大き
く影響を与えることや海上交通へのアクセ
シビリティが各国の経済活動に深刻な影響
を及ぼすことなどが明らかとなった。 
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